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除染対策事業交付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、東日本大震災により発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴 

う放射性物質による汚染の除去が必要な市町村の除染等の推進を図るため、当該市町 

村（一部事務組合及び広域連合を含む。）に対し、「福島県補助金等の交付等に関す

る規則」（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。）及びこの要綱

の定めるところにより、予算の範囲内で交付金を交付する。 

 

（交付の対象及び交付額） 

第２条 交付金は、市町村が除染実施計画に基づいて実施する除染作業、除染に伴い必 

要となる原形復旧措置等作業、除染により生じる除去土壌等を保管する仮置場等の設 

置及びこれらに類する作業に要する経費のうち環境省が認めるものについて、当該市 

町村に対して交付するものとする。 

２ 交付対象経費は除染対策事業実施要領（以下「要領」という。）に定める別表１－１、

別表１－２、別表２、別表３及び別表４のとおりとする。 

 

（事務費） 

第３条 県は市町村に対して、要領別表５に規定する事務費を交付するものとする。ただ

し、算出された額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

（申請書の様式等） 

第４条 規則第４条第１項の申請書は、除染対策事業交付金交付申請書（様式第１号）に

よるものとし、その提出期限は、知事が別に定める日とする。 

２ 規則第４条第２項第２号に規定する別に定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 除染実施計画書 

(2) 歳入歳出予算書抄本 

(3) その他知事が必要と認める書類等 

３ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、各１部とする。 

４ 市町村は、交付金の交付決定前に事業に着手する必要がある場合には、事業の属する

年度の４月１日以降にあらかじめ除染対策事業交付決定前着手届（様式第１号－２）を

知事に提出するものとする。 

 

（交付金交付の条件） 

第５条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次に定めるもの 

以外のものとする。 

(1) 既交付決定額からの増額又は２０％を超える減額 

(2) 作業対象敷地面積、輸送量等交付金額算定の基礎となるものの２０％を超える増

減 
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(3) 事業内容に係る大幅な変更 

 

（変更の承認申請） 

第６条 規則第６条第１項第１号又は第２号の規定に基づき知事の承認を受けようとす

る場合は、市町村は、除染対策事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）を知

事に提出しなければならない。 

２ 交付金の変更交付決定前に事業に着手する必要がある場合には、あらかじめ除染対

策事業交付決定前着手届（様式第１号－２）を知事に提出するものとする。 

３ 規則第６条第１項第３号の規定に基づき知事の指示を受けようとする場合は、除染

対策事業繰越承認申請書（様式第３号）を知事に提出しなければならない。 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第７条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付決定の通知を受理した日

から起算して１０日を経過した日とする。 

 

（概算払） 

第８条 知事は、必要があると認めるときは、この要綱に定める交付金について概算払の

方法により交付金の交付をすることができる。 

２ 前項の規定に基づき交付金の概算払を受けようとするときは、市町村は、除染対策事

業交付金概算払請求書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければ

ならない。 

(1) 概算払請求額内訳書 

(2) その他知事が必要と認める書類等 

 

（完了報告） 

第９条 交付金の交付を受けた市町村は、交付事業が完了したときは、速やかに除染

対策事業完了報告書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 

  

（実績報告） 

第１０条 規則第１３条第１項の規定による実績報告は、除染対策事業実績報告書（様式

第６号）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日（事業廃止について知事の承認を受

けた場合においては、承認を受けた日）から起算して６０日を経過した日、又は事業完

了の日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに行わなければならない。 

(1) 契約書、検査調書等の写し 

(2) 歳入歳出決算（見込）書抄本 

(3) その他知事が必要と認める書類等 

２ 規則第６条第１項第３号の規定に基づき、知事の指定を受けて交付事業の完了予定

期日を変更した場合において、交付金の交付の決定に係る会計年度が終了した場合は、 

除染対策事業年度終了実績報告書（様式第７号）を知事が別に定める日までに提出しな
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ければならない。 

３ 当初に複数の会計年度に係る交付申請を提出した場合においても、除染対策事業年

度終了実績報告書（様式第７号）を知事が別に定める日までに提出しなければならな

い。 

 

（交付金の交付の請求） 

第１１条 交付金交付の決定の通知を受けた市町村は、交付事業が完了した場合は、規則

第１４条の規定による通知の写しを添えて速やかに除染対策事業交付金交付請求書

（様式第８号）を知事に提出しなければならない。 
 

（財産処分の制限） 

第１２条 規則第１８条第１項ただし書きに規定する別に定める期間並びに同項第２号

及び第３号に規定する別に定める財産は、次のとおりとする。 

期間 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１

５号）に定められている期間 

財産 １ 不動産及びその従物 

２（仮置場等に設置される仮設物を除く）機械及び重要な器具で取

得価格又は効用の増加価格が５０万円以上のもの 

２ 市町村は、事業により取得し、又は効用の増加した財産について、取得財産管理台

帳兼取得財産明細書（様式第９号）により記帳整理し、前項に規定する期間内備えて

おかなければならない。 

３ 市町村は、規則第１８条第１項の規定により財産の処分の承認を受けようとすると

きは、あらかじめ取得財産処分承認申請書（様式第１０号）を知事に提出しなければな

らない。 

４ 県は、市町村が規則第１８条第１項の規定により財産等を処分した場合は、市町村に

対し、その収入の全部又は一部に相当する金額の納付を命じることができるものとす

る。 

 

（会計帳簿の整備等） 

第１３条 交付金の交付を受けた市町村は、交付金の収支状況を記載した会計帳簿その

他の書類を整備し、交付事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５

年間保存しておかなければならない。 

 

（消費税仕入控除税額の減額申請等） 

第１４条 市町村は、規則第４条第１項の規定に基づき、交付金の申請をするに当たり、

特別会計などの納税事業として事業を実施する場合は、当該交付金に係る消費税仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法の規定により仕入れ

に係る消費税額として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下

同じ。）がある場合は、当該消費税仕入控除税額を減額して交付申請しなければならな
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い。ただし、交付申請時において当該消費税仕入控除税額が明らかでないものについて

は、この限りではない。 

２ 市町村は、規則第１３条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、交付金に係る消費

税仕入控除税額が明らかになった場合は、当該消費税仕入控除税額を減額して報告し

なければならない。 

 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第１５条 市町村は、事業完了後に消費税の申告により交付金に係る消費税仕入控除税

額が確定した場合には、速やかに除染対策事業交付金に係る消費税の確定に伴う報告

書（様式第１１号）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税仕入控除税額の全部または一部の

返還を命ずることができる。 

 

附 則（平成２３年２３環保第１７９４号） 

この要綱は、平成２３年１２月９日から施行する。

附 則（平成２３年２３環保第１９７５号） 

この改正は、平成２４年１月１３日から施行する。 

附 則（平成２３年２３環保第２６１０号） 

この改正は、平成２４年３月２３日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要

綱は、平成２３年度予算に係る交付金から適用する。 

附則（平成２４年２４環保第１９６２号） 

この改正は、平成２５年２月６日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要綱

は、平成２４年度予算に係る交付金から適用する。 

附則（平成２５年２５環保第２０７８号） 

この改正は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要綱

は、平成２６年度予算に係る交付金から適用する。 

附則（平成２７年２７環保第２３８８号） 

この改正は、平成２８年３月２２日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要

綱は、平成２８年度予算に係る交付金から適用する。 

附則（平成２８年２８環保第２７２０号） 

この改正は、平成２９年３月２４日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要

綱は、平成２９年度予算に係る交付金から適用する。 

附則（平成２９年２９環保第２４３３号） 

この改正は、平成３０年３月３０日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要 

綱は、平成３０年度予算に係る交付金から適用する。 

附則（平成３０年３０環保第２４９５号） 

この改正は、平成３１年３月２９日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要 

綱は、平成３１年度予算に係る交付金から適用する。 
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附則（令和元年元環保第１２４３号） 

この改正は、令和元年１０月１０日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要 

綱は、令和元年度予算に係る交付金から適用する。 

附則（令和元年元環保第２４４１号） 

この改正は、令和２年３月３０日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要 

綱は、令和２年度予算に係る交付金から適用する。 

附則（令和２年２環保第２５３９号） 

この改正は、令和３年４月１日から施行し、改正後の除染対策事業交付金交付要綱は、

令和３年度予算に係る交付金から適用する。 

 


